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 円  円  円

5,470,646,297 4,429,952,211 1,040,694,086

5,260,095,691 4,336,617,583 923,478,108

4,335,694,010 4,335,694,010 0

848,918,620 0 848,918,620

459,455 0 459,455

50,072,222 0 50,072,222

923,573 923,573 0

24,027,811 0 24,027,811

93,807,090 91,280,090 2,527,000

14,089,542 0 14,089,542

28,826,604 0 28,826,604

73,827,370 2,054,538 71,772,832

4,108,634 58,634 4,050,000

54,089,190 0 54,089,190

15,629,546 1,995,904 13,633,642

5,470,646,297 4,429,952,211 1,040,694,086

 円  円  円

5,712,678,836 4,495,484,777 1,217,194,059

2,192,952,166 1,785,038,858 407,913,308

1,838,016,604 1,775,328,217 62,688,387

307,776,172 0 307,776,172

20,260,236 0 20,260,236

9,710,641 9,710,641 0

17,188,513 0 17,188,513

3,519,726,670 2,710,445,919 809,280,751

2,735,636,092 2,289,736,775 445,899,317

184,936,762 154,824,202 30,112,560

109,734,200 97,523,300 12,210,900

489,419,616 168,361,642 321,057,974

9 5 4

3,819,000 3,759,000 60,000

△ 245,851,548 △ 69,291,571 △ 176,559,977

5,470,646,297 4,429,952,211  1,040,694,086

（注）消費税等の会計処理は、当期から税抜方式で表示している。

受 取 利 息

成 果 普 及 業 務 収 入

地方公共団体補助金等収入

入 場 料 等 収 入

資産見返補助金戻入

資産見返寄付金戻入

事 業 外 収 益

雑 益

経 常 費 用

合　　　　　　計

有 価 証 券 利 息

費　　　  用　 　　 の　　　　部

金　額

調 査 研 究 費

内　訳

証明業務等

事 業 費 用

研 修 業 務 費

研修業務
勘　定　科  目

勘　定　科  目

合　　　　　計

減 価 償 却 費

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

法人税、住民税及び事業税

賞 与 引 当 金 繰 入

退 職 給 付 引 当 金 繰 入

施 設 管 理 費

物 品 販 売 業 務 費

一 般 管 理 費

一 般 管 理 費

当期未処理損失

一 般 業 務 費

証明業務等

令 和 ３ 事 業 年 度

施 設 貸 付 料 収 入

物 品 販 売 業 務 収 入

補 助 金 等 収 入

経 常 収 益

事 業 収 入

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 損 益 計 算 書

収　　　  益 　　　 の　　　　部

研修業務

証明書交付手数料等収入

自　令和３年４月１日

研 修 料 収 入

内　訳
金　額

至  令和４年３月31日
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円 円 円
3,172,545,147 2,800,775,910 371,769,237

2,884,205,847 2,565,596,193 318,609,654

967,882 0 967,882

28,362,284 21,112,173 7,250,111

7,943,231 5,636,426 2,306,805

10,536,814 9,634 10,527,180

240,529,089 208,421,484 32,107,605

21,902,785,119 1,420,552,470 20,482,232,649

11,773,657,577 44,487,674 11,729,169,903

1,953,802,835 18,464,516 1,935,338,319

367,403,335 0 367,403,335

7,191,232 0 7,191,232

96,144,756 0 96,144,756

53,058,819 26,023,158 27,035,661

2,651,000 0 2,651,000

9,292,409,000 0 9,292,409,000

996,600 0 996,600

81,505,532 68,905,396 12,600,136

12,341,960 10,771,664 1,570,296

69,163,572 58,133,732 11,029,840

10,047,622,010 1,307,159,400 8,740,462,610

46,436,100 42,800,600 3,635,500

1,421,322,500 1,264,358,800 156,963,700

8,578,623,820 0 8,578,623,820

1,239,590 0 1,239,590

25,075,330,266 4,221,328,380 20,854,001,886

円 円 円
767,897,269 652,847,392 115,049,877

9,524,736 3,020,808 6,503,928

80,060,710 76,081,250 3,979,460

3,819,000 3,759,000 60,000

22,954,300 0 22,954,300

340,600,783 294,690,669 45,910,114

16,980,457 14,454,086 2,526,371

109,020,521 106,017,377 3,003,144

184,936,762 154,824,202 30,112,560

1,990,458,000 1,264,358,800 726,099,200

16,064,568 0 16,064,568

1,421,322,500 1,264,358,800 156,963,700

203,433,421 0 203,433,421

349,637,511 0 349,637,511

2,758,355,269 1,917,206,192 841,149,077

22,316,974,997 2,304,122,188 20,012,852,809

6,195,060,000 0 6,195,060,000

15,931,687,932 2,304,122,188 13,627,565,744

4,999,937,341 41,466,866 4,958,470,475

8,954,390,000 0 8,954,390,000

1,254,148,452 1,254,148,452 0

723,212,139 1,008,506,870 △ 285,294,731

190,227,065 0 190,227,065

22,316,974,997 2,304,122,188 20,012,852,809

25,075,330,266 4,221,328,380 20,854,001,886

12,359,770,561 円

固　　定　　負　　債

純　　 　資　 　　産

リ ー ス 債 務

機 械 ・ 装 置
車 両 ・ 運 搬 具

敷 金 ・ 保 証 金

資　　 産　 　合　　計

未 払 費 用

商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 収 益

構 築 物

投 資 そ の 他 の 資 産

土 地

退 職 給 付 引 当 資 産

電 話 加 入 権

立 木 竹

研修業務証明業務等
金　額

内　　　訳

建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産

積 立 金

（負債合計）

資 産 見 返 補 助 金
退 職 給 付 引 当 金

資 産 見 返 寄 付 金

令 和 ３ 事 業 年 度

勘　　定　　科 　目

有 形 固 定 資 産
建 物

研修業務

固    定    資    産

資　　　　産　　　  の　　　部

未 収 金

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 貸 借 対 照 表

証明業務等
内　　　訳

令和４年３月31日現在

金　額

流　　動　　資　　産

現 金 ・ 預 金

ソ フ ト ウ ェ ア

積 立 金

前 受 収 益

未 払 金
未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 資 産

リ ー ス 債 務

勘　　定　　科 　目

流　　動　　負　　債

未 払 消 費 税 等

器 具 ・ 備 品

　　　２．
（注）１．

（純資産合計）

負　債　及　び  純　資　産　の　部

純資産の部は、損失処理後の数値となっている。
減 価 償 却 累 計 額

負 債 ・ 純 資 産 合 計

賞 与 引 当 金

預 り 金

資 本 積 立 金 （ 土 地 ）

建 設 積 立 金

その他有価証券評価差額金

土 地 ・ 建 物 等 充 当 金

経 営 安 定 化 積 立 金

建 設 積 立 資 産

-２-



証明業務等 研修業務

円 円 円

 3,172,545,147 2,800,775,910 371,769,237

  2,884,205,847 2,565,596,193 318,609,654

 6,588,664 6,188,664 400,000

2,689,998,772 2,371,789,118 318,209,654

 

 　 8,908,751 8,908,751 0

178,709,660 178,709,660 0

967,882 0 967,882

28,362,284 21,112,173 7,250,111

 7,943,231 5,636,426 2,306,805

642,739 169,400 473,339

 7,066,478 5,233,012 1,833,466

234,014 234,014 0

  10,536,814 9,634 10,527,180

 453,702 9,634 444,068

 　 10,083,112 0 10,083,112

  240,529,089 208,421,484 32,107,605

 186,741,590 186,741,590 0

 25,947,540 0 25,947,540

 3,336,660 0 3,336,660

 23,603,090 21,403,090 2,200,000

 817,897 276,804 541,093

82,312 0 82,312

 21,902,785,119 1,420,552,470 20,482,232,649

  11,773,657,577 44,487,674 11,729,169,903

1,953,802,835 18,464,516 1,935,338,319

367,403,335 0 367,403,335

7,191,232 0 7,191,232

96,144,756 0 96,144,756

53,058,819 26,023,158 27,035,661

2,651,000 0 2,651,000

9,292,409,000 0 9,292,409,000

996,600 0 996,600

  81,505,532 68,905,396 12,600,136

12,341,960 10,771,664 1,570,296

69,163,572 58,133,732 11,029,840

 10,047,622,010 1,307,159,400 8,740,462,610

 46,436,100 42,800,600 3,635,500

 1,421,322,500 1,264,358,800 156,963,700

 8,578,623,820 0 8,578,623,820

 1,239,590 0 1,239,590

25,075,330,266 4,221,328,380 20,854,001,886

10件

外 周 フ ェ ン ス 等

有形固定資産

車両 リサ イク ル券

建設積立資産 利 付 国 庫 債 券 等

その他の資産

建 設 仮 勘 定 安全運転中央研修所宿泊棟外壁及び屋根防水改修工事設計業務

商 品 売 店 棚 卸 額

定 期 預 金

敷金・保証金

建 物

構 築 物

電 話 加 入 権

投資その他の資産

本部 ・中 央研 修所

立 木 竹 立 木

無形固定資産

本部・中央研修所等

ソフトウェア

雑 益

貯 蔵 品

地方公共団体補助金等収入

Ｓ Ｄ カ ー ド 等

施 設 貸 付 料 収 入

研 修 料 収 入

そ の 他

事務 所借 上敷 金等

退職給付引当資産

合　　　計

減 価 償 却 累 計 額 円12,359,770,561

流 動 資 産

1,000,000.09㎡

171.60㎥

土 地 宅 地

固 定 資 産

器 具 ・ 備 品

管 理 本 館 棟 等

機 械 ・ 装 置 ガソリンスタンド等

車両・運搬具

前 払 費 用

テ ー ブ ル 等

乗 合 自 動 車 等

証明書交付手数料等収入

令 和 ３ 事 業 年 度

自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 財 産 目 録

資　　産　　の　　部

摘　　　　　　要 摘　　　　　　要区　　分

令和４年３月31日現在

現 金 ・ 預 金

手 許 現 金

金  　額
内　　　訳

 

未 経 過 賃 借 料

有 価 証 券 利 息

普 通 預 金

りそな銀行東京公務部等

未 収 金

未 収 収 益

定 期 預 金 利 息

そ の 他 の 預 貯 金

定 期 預 金

未 経 過 保 険 料

小樽貯金事務センター等

その 他の 前払 費用

-３-



証明業務等 研修業務

円 円 円

767,897,269 652,847,392 115,049,877

9,524,736 3,020,808 6,503,928

80,060,710 76,081,250 3,979,460

66,560,742 66,560,742 0

3,275,737 0 3,275,737

7,580,278 7,580,278 0

2,321 2,321 0

139,109 139,109 0

1,798,800 1,798,800 0

703,723 0 703,723

3,819,000 3,759,000 60,000

22,954,300 0 22,954,300

340,600,783 294,690,669 45,910,114

168,311,081 160,117,746 8,193,335

13,486,644 0 13,486,644

158,803,058 134,572,923 24,230,135

16,980,457 14,454,086 2,526,371

109,020,521 106,017,377 3,003,144

令和４事業年度分手数料 106,017,377 106,017,377 0

令和４事業年度分施設貸付料 3,003,144 0 3,003,144

184,936,762 154,824,202 30,112,560

1,990,458,000 1,264,358,800 726,099,200

16,064,568 0 16,064,568

1,421,322,500 1,264,358,800 156,963,700

203,433,421 0 203,433,421

349,637,511 0 349,637,511

 2,758,355,269 1,917,206,192 841,149,077

 22,316,974,997 2,304,122,188 20,012,852,809

一 般 管 理 費

払 戻 金

研 修 業 務 費

地方公共団体補助金

物 品 販 売 業 務 費

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

正味財産

固 定 負 債

退職給付引当金

資産見返寄付金

合　　計

資産見返補助金

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

研 修 業 務 費

調 査 研 究 費

前 受 収 益

預 り 金

一 般 業 務 費

未 払 法 人 税 等

区　　分

一 般 管 理 費

一 般 業 務 費

未 払 金

金  　額

リ ー ス 債 務

流 動 負 債

内　　　訳
摘　　　　　　要

負　　債　　の　　部

-４-



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 242,032,548

489,419,616

375,670

5,910,613

△ 21,042,026

△ 7,219,500

△ 58,197,824

2,993,096

△ 24,141,994

10,580,479

　 △ 41,985,329

△ 314,728

17,895,177

9

△ 14,089,542

△ 28,826,604

2,046,500

22,954,300

114,325,365

51,501,565

△ 3,809,000

   業務活動によるキャッシュ・フロー 162,017,930

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 67,850,343

1,071,458,000

△ 78,677,500

1,428,542,000

△ 1,421,322,500

2,890,000,000

△ 2,890,013,000

△ 42,944,600

41,698,440

△ 149,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 930,741,497

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 160,620,196

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 160,620,196

Ⅳ 0

Ⅴ 932,139,231

Ⅵ 1,873,389,116

Ⅶ 2,805,528,347

     （間接法Ｃ／Ｆ）

税 引 前 当 期 未 処 理 損 失

そ の 他 の 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

前 払 費 用 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

利 息 の 受 取 額

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

未 払 費 用 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

小 　                     計

未 収 消 費 税 等 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

預 り 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

固 定 資 産 除 却 損

前 受 収 益 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

敷 金 ・ 保 証 金 の 差 入 に よ る 支 出

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

令 和 ３ 事 業 年 度

区　　　　　　　　　　分

至　令和４年３月31日　

自動車安全運転センターキャッシュ・フロー計算書

金　　　　　額

自　令和３年４月１日　

(単位：円）

貯 蔵 品 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

商 品 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

減 価 償 却 費

受 取 利 息

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

資 産 見 返 補 助 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

資 産 見 返 寄 付 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

法 人 税 等 支 払 額

敷 金 ・ 保 証 金 の 回 収 に よ る 収 入

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出

退 職 給 付 引 当 資 産 の 払 戻 に よ る 収 入

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

退 職 給 付 引 当 資 産 の 預 入 に よ る 支 出

建 設 積 立 資 産 の 払 戻 及 び 償 還 に よ る 収 入

建 設 積 立 資 産 の 預 入 及 び 取 得 に よ る 支 出

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

-５-



    売却原価は個別法により算定）を採用している。

　　○　重要な会計方針（令和３事業年度）

１　有価証券の評価基準及び評価方法　　　　　　　　　　　　　　　

 (1)　満期保有目的の債券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  　償却原価法（定額法）を採用している。　　　　　　　　　　　

 (2)　その他有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品及び貯蔵品

    最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

  定）を採用している。

３　固定資産の減価償却の方法

　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりである。

 (1)　有形固定資産

　　①　リース資産以外の有形固定資産

　　　　定額法を採用している。

　　　　建物　　　　　　　　８年～４７年

　　　　構築物　　　　　　１０年～６０年

　　　　車両・運搬具　　　　３年～　６年

　　　　器具・備品　　　　　２年～２０年

　　②　リース資産

　　　　機械・装置　　　　　５年～１７年

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

        リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。

    （５年）に基づいている。

 (2)　無形固定資産

　　　定額法を採用している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      なお、センター利用のソフトウェアについては、センターにおける利用可能期間

４　引当金の基準

 (1)　賞与引当金

　　　役職員の賞与の支払に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計上している。

 (2)　退職給付引当金

      役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

    （自己都合退職による当事業年度末要支給額）に基づき計上している。
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５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税抜方式による。

７　会計方針の変更に関する注記

　　当期から、消費税等の会計処理を税込方式から税抜方式に変更している。

　

  時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少な

    キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

  リスクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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　　○注記事項

（貸借対照表関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　有形固定資産の減価償却累計額 12,359,770,561円

（損益計算書関係）

１　固定資産除却損の内容は、次のとおりである。

0 円

2 円

0 円

0 円

7 円

0 円

9 円

（キャッシュ・フロー計算書関係）　　　　　　　　　　　　　　　

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　　現金預金勘定　　　　　 2,884,205,847 円

　　預入期間が３カ月を超える定期預金 △ 78,677,500 円

　　現金及び現金同等物　　　　　　　　　 2,805,528,347 円

２　重要な非資金取引の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金融商品関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　金融商品の状況に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　金融商品の時価等に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

貸借対照表計上額 時      価 差      額 　

(1)現金・預金 2,884,205,847 2,884,205,847 0

(2)退職給付引当資産 1,421,322,500 1,421,350,926 28,426

(3)建設積立資産 8,578,623,820 8,595,178,836 16,555,016

  　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、

　　建物

　　構築物

　　機械・装置

　　車両・運搬具

２　資産見返補助金及び資産見返寄付金は、「自動車安全運転センター会計規程（昭和

  51年センター規程第４号。以下「会計規程」という。）」第５条に基づいている。

３　退職給付引当金は、会計規程第５条に基づき、役員を含めて表示している。

２　資産見返補助金戻入及び資産見返寄付金戻入は、会計規程第５条に基づいている。

　　ソフトウエア

　　器具・備品

　　　　計

　余裕金については、元本回収の確実性及び運用資産としての効率性を確保しており、

  のとおりである。

  それぞれ　20,628,000円である。

  　当事業年度末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

借入による資金調達は行っていない。

　当センターの資金運用は、業務上必要な現金を除き、銀行その他の金融機関への預

金等の確実かつ安全な方法により管理している。
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　（注）金融商品の時価の算定方法

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はない。

（目的積立金関係）

１　建設積立金

　　建設積立金の計画額は、９，７２７百万円とする。

　　なお、この額は、必要に応じて見直すものとする。

２　経営安定化積立金

　　経営安定化積立金は、１，５００百万円とする。

　を踏まえながら、見直すものとする。

  までの取り崩しにより必要が生じたことから、同事業年度に改めて積み立てた額であ

 　(2)　退職給付引当資産

        退職給付引当資産は定期預金であり、将来のキャッシュ・フローをリスクフリ

      ーレートで割り引いた現在価値により算出している。

　 (1)　現金・預金

        これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

      該帳簿価額によっている。

　り、消費税率の改正等、経営環境が著しく変化する場合を除き、５年ごとに経営状況

  した安全運転中央研修所の固定資産（建物、構築物、機械・装置等）の再取得に要す

  る費用の所要見込額である。この額に対する令和３事業年度の積立額は、

  ８，９５４，３９０千円である。

    この額は、令和元事業年度から令和５事業年度までの間の安定的な経営に資するた

  めの損失の補てん等に要する資金の所要見込額として積み立てた額の令和２事業年度

      おり、定期預金は将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートで割り引いた

    　現在価値により算出している。

    この額は、平成26年に策定した安全運転中央研修所施設整備基本計画に基づき算出

 　(3)　建設積立資産

　　　  建設積立資産のうち、債券は日本証券業協会公表の売買参考統計値等によって
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（単位：円）

期首残高 未処理損失額 損失処理額 損失処理後残高

資本積立金（土地） 6,195,060,000 0 0 6,195,060,000

積　　 立　 　金 16,177,539,480 0 △245,851,548 15,931,687,932

土 地 ・ 建 物 等 充 当 金 5,208,801,889 0 0 5,208,801,889

建 設 積 立 金 8,954,390,000 0 0 8,954,390,000

経 営 安 定 化 積 立 金 1,500,000,000 0 △245,851,548 1,254,148,452

積 立 金 514,347,591 0 0 514,347,591

未処理損失 0 △245,851,548 245,851,548 0

その他有価証券評価差額金 248,541,789 0 0 248,541,789

純 資 産 合 計 22,621,141,269 △245,851,548 0 22,375,289,721

損　失　処　理　計　算　書

（令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日）

勘定科目
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（単位：円）

目的積立金取崩額 その他

資本積立金（土地） 6,195,060,000 0 0 0 0 0 0 0 6,195,060,000

積　　 立　 　金 15,931,687,932 0 55,168,099 △277,704,891 △222,536,792 222,536,792 0 0 15,931,687,932

土地・建物等充当金 5,208,801,889 13,672,244 55,168,099 △277,704,891 △208,864,548 0 0 0 4,999,937,341

建 設 積 立 金 8,954,390,000 △13,672,244 0 0 △13,672,244 13,672,244 0 0 8,954,390,000

経営安定化積立金 1,254,148,452 0 0 0 0 0 0 0 1,254,148,452

積 立 金 514,347,591 0 0 0 0 208,864,548 0 0 723,212,139

その他有価証券評価差額金 248,541,789 0 0 0 0 0 190,227,065 △248,541,789 190,227,065

純 資 産 合 計 22,375,289,721 0 55,168,099 △277,704,891 △222,536,792 222,536,792 190,227,065 △248,541,789 22,316,974,997

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

-
1
1
-

振替額
勘定科目 損失処理後残高

その他有価証券評価差額金

期末残高増加
減少 差引 増加 減少

固定資産等の増減

   純資産　令和３事業年度期末残高一覧



１　主な資産および負債の明細

 (1)　拠出財産の明細

円

 (2)　長期借入金の明細

 該当なし

 (3)　引当金の明細

 (4)　有価証券等の明細

 (5)　現金及び預金、未収金その他の主な資産の明細

手数料、研修料等

(注) 期末残高5,000万円以上のものを計上

 (6)　短期借入金、未払金、未払費用その他の主な負債の明細

システム更改費等

法定福利費等

手数料、研修料等

(注) 期末残高5,000万円以上のものを計上

２　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

1,150,000,000

448,957,140

8,781,096

0構 築 物

当期増加額 当期減少額

建 物

205,978,788

340,600,783

区　分 期末残高

未 収 金

02,101,468,443 17,972,244

前 受 収 益

退職給付引当金 1,428,542,000

区　分 件数

区　分 期末残高

12,359,770,561減価償却累計額

29,668,636

（単位：円）

未 払 金 80,060,710

区　分

機 械 ・ 装 置

69,163,572

96,144,756

1,589,864 7,191,232

0 0 12,341,960

7 168,493,750

2

0

0

30,456,969

12,341,960 0

0

令和３事業年度　自動車安全運転センター附属明細書

拠出者 拠出財産 期末残高 備　　　　　考

国
用　地 安全運転中央研修所(茨城県ひたちなか市所

在)用地の一部666,666.68㎡ 6,195,060,000

（単位：円）
区　分 期首残高

2,884,205,847

240,529,089

券面総額 取得総額 備　考

（単位：円）

5

3,500,000,000

当期増加額 当期減少額 期末残高

184,936,762

109,734,200

205,978,788

116,953,700

184,936,762

1,421,322,500

3,488,383,755

1,150,000,000

（単位：円）

賞 与 引 当 金

期末等償却額

その他有価証券等関係

現 金 ・ 預 金

47,380,000 0 7,885,064

62,975,95541,039,130車両・運搬具

器 具 ・ 備 品

電 話 加 入 権

期末帳簿残高

国 債 等 公 共 債 関 係

未 払 費 用

ソフトウェア

191,095,607

118,081,581

53,058,819

備　考

4

165,637,852

81,553,803

1,953,802,835

367,403,335

期首帳簿残高

（単位：円）
備　考

109,020,521
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３　主な収益及び費用の明細等

 (1)　補助金の明細

・４７都道府県

(注) 法とは、自動車安全運転センター法(昭和50年法律第57号)をいう。

 (2)　主な事業収入の明細

・法第29条第１項第１号の業務

・法第29条第１項第４号の業務

・法第29条第１項第５号の業務

 (3)　役職員給与の明細

（単位：円）

（単位：円）

93,807,090

1,156,017,530

3,179,676,480

848,918,620

（単位：円）

役 職 員 給 与

法 定 福 利 費

自動車安全運転センター
補 助 金 等

事 故 証 明 手 数 料 収 入

経 歴 証 明 手 数 料 収 入

研 修 料 収 入

区　分 支出額

2,333,981,128

401,597,504

備　考

区　分 収入額 備　考

補助金の名称 金　額 備　考

　法第29条第１項第３号(累積点数の通知)の業
務に対する補助等
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